
大館市社会福祉事業団 

ケアプランセンターおおたき 重要事項説明書 
 

 

令和 8 年 6 月 1 日改定(33 版) 

１．当事業所が提供するサービスについての相談窓口 

 電話 0186-47-7222  （午前 8時 30分～午後 5時 30分） 

 

介護支援専門員    氏名                  

 

２．指定居宅介護支援事業所の概要 

（１）居宅介護支援事業者の指定番号及びサービス提供地域 

・事業所名 

・所在地 

・介護保険指定番号 

・サービスを提供する地域 

大館市社会福祉事業団ケアプランセンターおおたき 

大館市十二所字大水口 4-5（つくし苑内） 

0570401828 

大館市、鹿角市 

 （２）事業所の職員体制 

管理者 1人 介護支援専門員 3人以上 事務職員 1人(兼務) 

 （３）営業時間 

        平日    午前 8時 30分～午後 5時 30分 

     ただし、国民の休日及び年末年始（12月 29日から 1月 3日）は除く 

 

３．ケアマネジメントの申し込みから、サービス提供までの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②要介護度認定を受け介護度の判定 

①居宅介護支援事業者を決め、ケアプラン作

成依頼書届け出書を市に提出、 

要介護認定申請 

③担当ケアマネジャーがご利用者・ご家族と

面接し、生活上の目標（課題解決含）を把握

し、居宅サービス計画書（ケアプラン）原案を

作成 

④居宅サービス計画書（ケアプラン）原案をも

とにご利用者・ご家族・サービス事業者とサー

ビス担当者会議を開催 

⑤居宅サービス計画書（ケアプラン）の具体的

な内容について、ご利用者・ご家族より同意を

得る 

⑥ご利用者とサービス事業者（訪問介護・通

所介護ほか）との契約 

⑦在宅サービスの利用開始 

⑧ご利用状況の確認（モニタリング） 

⑨要介護認定の更新 

※⑥の契約は自動更新されます 

ケアマネジャーが代行して申請できます 

認定調査および主治医意見書作成のた

めの受診が求められます 

御遠慮なく、困りごとやご希望などをお伝

えください 

会議にご出席ください 

ケアマネジャーがご自宅を訪問して行い

ます 
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４．利用料金 

 

（１） 利用料（ケアプラン作成料金） 

 要介護を受けられた方は、介護保険から全額給付されますので  

無 料 です。 
 

※ ただし、保険料の滞納等により保険給付金が直接事業者に支払われない場合は以

下の自己負担金が発生することがあります。（以下実費の場合の参考として） 

居宅介護支援費 

要介護１・２ 10,860円 基本部分 

要介護３・４・５ 14,110円 基本部分 

特別地域加算 ×15％ 山村振興法に規定される特別地域にある事

業所 

初回加算 3,000円 サービス利用開始月 

特定事業所加算Ⅱ 4,210円 厚生労働省が定める基準を満たしている事

業所 

入院時情報連携加算Ⅰ・

Ⅱ 

Ⅰ：2,500円 

Ⅱ：2,000円 

入院時に医療機関に対して情報提供した

場合 

退院・退所加算 入院・入所期間中 3回を限度に 4,500～9,000円／回 

緊急時等居宅カンファレン

ス加算 

2,000円 医師の指示に基づき居宅において関係者

とのカンファレンスを開催した場合の加算 

ターミナルケアマネジメント

加算 

4,000円 在宅でお亡くなりになった利用者を対象と

し、医師の助言をうけつつ支援(必要な記録

含む)を行なった場合 

通院時情報連携加算 500円 ケアマネジャーが診察に同席し、医師・歯

科医師等と情報連携し、ケアマネジメントを

行う場合 

特定事業所 

医療介護連携加算 

1,250円 特定事業所加算を算定している等厚生労

働大臣が定める基準に適合する場合 

同一建物減算 所定単位数の

95％を算定 

同一、または隣接する敷地内の建物に居住

する利用者 

介護職員等処遇改善加算 1月の総利用単

位数の 2.1％ 

データ連携システムを利用している等の要

件を満たしている場合 

 

（２）そのほか自己負担が発生する場合（参考） 

① 交通費 

前記２の（１）のサービスを提供する地域にお住まいの方は無料です。 

それ以外の地域の方は、介護支援専門員が訪問するための交通費の実費が必要と

なる場合があります。 

② 解約料 

原則として、お客様はいつでも居宅支援契約を解約することが可能で、一切料金は

かかりませんが、次項５．の（２）のエなどに類し、お客様の一方的なご事情により契約

の続行ができなくなった場合、以下の料金を頂く場合があります。 
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（３）その他 

・支払い方法 

原則無料ですが、料金が発生する場合、月ごとの精算とし、毎月１５日までに前月分

の請求をいたしますので、１４日以内にお支払い下さい。お支払いいただきますと領

収証を発行いたします。 

お支払い方法は、現金、銀行振込、郵便貯金口座自動引き落としの３通りの中からご

契約の際に選べます。 

 

５．居宅介護サービスの利用方法 

 

（１） 居宅サービスの利用開始   

まずは、お電話等でお申し込み下さい。当事業所職員がお伺いいたします。契約を

締結したのち、サービスの提供を開始します（ ３．ケアマネジメントの申込み～参照）。 

 

（２）居宅サービスの終了 

 ア お客様のご都合でサービスを終了する場合、いつでも解約できます。 

 イ 当事業所の都合でサービスを終了する場合 

人員不足等、やむを得ない事情でサービス提供を終了させていただくことが

あります。その場合は、終了１ヶ月前までに文書で通知するとともに、他の居宅

介護支援事業者をご紹介いたします。 

 ウ 自動終了 

以下の場合、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。 

  ① お客様が介護保険施設に入所した場合 

  ② お客様の要介護認定区分が、非該当（自立）と認定された場合。 

  ③ お客様がお亡くなりになった場合 

エ その他 

お客様やご家族などが当事業所や当事業所の介護支援専門員に対して本

契約を継続し難い行為を行った場合は、文書で通知すること等により、即座にサ

ービス提供を終了させていただく場合がございます。 

 

６．当事業所の居宅介護支援の特徴とその主な業務について 

 

（１）運営の方針 

当事業所は、常に利用者の意思及び人格を尊重し、サービス提供が特定の居宅サ

ービス事業者に片寄らないよう、公平中立に選択できるよう説明し、適切なサービ

スが行われているか、利用者やご家族のご意見を伺いながら確認します。 

※各サービスの利用割合、及びサービスごとの同一事業所によって提供された

ものの割合について説明させていただきます。 

 

契約後，居宅サービス計画の作

成段階途中で解約した場合 

（要介護１～要介護５） 上記法定料金の

約半額 

市町村への居宅サービス計画の

届出の終了後に解約した場合  
料金は一切かかりません 
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（２） 居宅介護支援（ケアマネジメント）の主な業務 

介護保険・在宅介護サービス等に関することについて、ご相談をお受けします。な

お、緊急時の連絡も含め 24 時間連絡可能な体制を敷いております。また、ご利用

者･ご家族の同意を得た上で、介護保険給付対象となる以下の業務を行います。 

① ケアプラン（居宅サービス計画書）の作成 

② 介護サービスを利用するための申請代行や連絡調整 

③ 市町村や保健医療・福祉の各サービス機関との連絡調整、及び介護保険以外で、

自治体が実施する高齢者向け各種サービス事業の申請代行 

④ 介護サービスご利用時の苦情の受付 

 

(3)サービス提供事業所の選択と決定 

     当事業所は、ご利用者に対してケアプランに位置付ける居宅サービス事業所に

ついて、公正中立の立場で複数の事業所を紹介し、ご利用者に選択および決定

していただきます。また、当該事業所をケアプランに位置付けた理由については、

いつでも説明に応じます。 

 

（４）入院時における医療機関との連携促進 

     病気や怪我の治療などで入院加療が必要となった場合、病院と連携しながらご利

用者の退院後の生活が不安なく送ることができるよう支援させていただきます。そ

のため、入院時には病院に対し、担当ケアマネジャーの氏名等をお伝えください。

また、当事業所にも入院になったことをご連絡ください。 

 

（５）原則として介護支援専門員が行わない業務 

① ご利用者の通院介助や送迎、食事の支度など、生活援助や身体の直接介護。 

② 預貯金の払出しや管理、入院時の身元保証等の本人や家族の代理に当る行為。 

③ そのほか、家族間問題の調整等、明らかに介護保険マネジメントに関わらない業務。 

 

７．当事業所のサービス内容に関する苦情 

 

（１） 当事業所に対する、お客様相談・苦情担当（受付：平日の午前 9時～午後 5時） 

ア 当事業所の苦情・相談窓口 

                     管理者  能登谷 直美        

電話 0186-47-7222 

イ 当事業所の苦情・相談解決責任者 

               在宅事業責任者  虻川 江美子         

 電話 0186-47-7222 

                 

（２） 当事業所以外の、市町村等の相談・苦情窓口 

 ア 市町村介護保険担当窓口  

大館市長寿課介護保険係   電話 0186‐43-7055 FAX 0186-42-8532 

鹿角市あんしん長寿課高齢者支援班  電話 0186-30-0234 FAX0186-30-1257 

 イ 秋田県国民健康保険団体連合会 

介護保険担当 電話 018‐862‐3850    FAX 018-824-0043 
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  ウ 苦情解決第三者委員 

    西巻 丈児（秋田看護福祉大学）     電話 0186-45-1717（代） 

田村 邦彦（大館市役所困りごと相談室） 電話 0186-49-3111（代） 

    花田 真子（大館市民生児童委員）    電話 0186-52-3054 

 

   公正中立な立場で、苦情を受け付け相談にのっていただける委員です。 

 

８．個人情報の取得及び利用目的と利用方法 

 

当事業所で扱う個人情報に関し、その利用目的と利用範囲及び方法については、

ご利用者の同意を得た後、個人情報取扱業務概要説明書に示す範囲内で利用する

ものとします。 

 

９．事故発生時の対応 

 

居宅介護支援の提供中に事故が発生した場合は、事業所として速やかに緊急必

要な措置を講じると共に、所管当局へ報告のほか、損害賠償を行います。 

 

１０．虐待防止 

 

      当事業所は、利用者の人権の擁護及び虐待の発生又はその再発を防止するため、

虐待防止検討委員会を設置し、定期的な委員会の開催と、虐待防止のための研修

を年 1回以上行います。 

 

１１．業務継続計画の策定 

 

       事業所は、感染症や自然災害の発生時において、ご利用者に対する指定居宅介

護支援事業の提供を継続的に実施するため及び非常時の体制での早期の業務再

開を図るための計画を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。 

       また、介護支援専門員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な

研修及び訓練を定期的に実施します。定期的に業務継続計画の見直しを行い、必

要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

１２．感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

 

        事業所は、感染症が発生した際の予防、またはまん延防止のために、次の各号に

掲げる措置を講じます。 

① 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会

（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする）をおおむね 6月に 1回

以上開催します。その結果を、介護支援専門員に周知徹底します。 

② 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備します。 

③ 介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練

を定期的に実施します。 
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１３．ハラスメント対策 

 

① 利用者が事業所の職員に対して暴言、暴力、誹謗中傷等の迷惑行為、セクシ

ュアルハラスメントなどの行為が生じた場合は、やむを得ずサービスを終了する

場合があります。 

② 当事業所は、従業員に対してハラスメント（セクシュアルハラスメント、パワーハラ

スメント、カスタマーハラスメント等）の防止のための取り組みとして定期的な研修

等を実施しております。 

 

  私は、上記のとおり、指定居宅介護支援事業サービスの提供に際し、本書面に基づいて

重要事項の説明、並びに個人情報保護の概要について説明を行いました。 

 

 

  令和   年   月   日 
 
       大館市社会福祉事業団 ケアプランセンターおおたき 
 
       ・説明者職名  介護支援専門員   氏名                      

 

 

 

 

 

私は、本書面に基づき事業者から重要事項の説明を受け、又私の個人情報の利用に関

し、その利用の範囲と目的について説明を受けましたので、指定居宅介護支援サービスの

提供開始に同意しました。 

 

 

       ・ご利用者住所                                               

            

                               氏名                     印 

       ※自署の場合は押印不要 

 

       ・署名代行者 

        （本人との関係）             氏名                     印 
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【改定履歴】 

版 改定日 改定の理由・内容等 

21 平成 30年 4月 1日 平成 30 年介護保険制度改正に伴い、下記について修正及び追加を行

なう。 

 

・居宅介護支援費 

要介護 1.2 10,530円 

要介護 3.4.5 13,680円 

・特定事業所加算 

 Ⅰの表記であったが、当事業所ではⅡを算定しているためⅡに修正 

・ターミナルケアマネジメント加算 

 新設の加算にて追加 

・６．居宅介護支援の特徴と主な業務について 

 （３）サービス提供事業所の選択と決定を追加 

・６．居宅介護支援の特徴と主な業務について 

 （４）入院時における医療機関との連携促進を追加 

・６．居宅介護支援の特徴と主な業務について 

 「原則として以下の業務は行ないません」を（５）原則として介護支援専

門員が行なわない業務」に変更 

・６．(１)「国際標準規格 ISO9001 2008 に準拠したサービスを提供しま

す」を削除 

 

22 平成 31年 4月 1日  

7.(1).ア 当事業所の苦情・相談解決責任者 

在宅事業責任者の氏名を 伊藤政利 から 和田誠美 に変更する 

 

23 令和元年 6月 1日  

・事業所名を指定居宅介護支援事業所おおたきから「ケアプランセンタ

ーおおたき」に変更。 

・2.(2)事業所の職員体制を変更。介護支援専門員数を 7から 3にする。 

 

24 令和 3年 1月 1日 ・２．居宅介護支援の概要 

介護支援専門員の人数 3人→2人へ変更する 

・４．居宅介護支援費 

特定事業所加算Ⅱ→Ⅲへ、料金も 4000円→3000円へ変更している。 

・７．当事業所のサービス内容に関する苦情 

苦情処理委員の変更 

２５ 令和 3年 4月 1日 ・介護支援専門員人数欄 2人→2人以上 

・要介護１・２、３・４・５、居宅介護支援費の変更 

・特定事業所加算Ⅲの単位数 3000円→3090円へ 

・小規模多機能型居宅介護事業所連携加算、及び看護小規模多機能

型居宅介護事業所連携加算の廃止 

・通院時情報連携加算の追加 

・文字を 12フォントに変更 

・サービス別割合、サービス事業所別割合の説明義務の明記 

２5  

令和 3年 4月 1日 
（記載漏れあり追加） 

・特定事業所医療介護連携加算の追加 

・新型コロナウィルス感染症への対応に伴う上乗せ分の追加 

26 令和 4年 4月 1日 ・営業時間の変更（土曜日休業となるため） 

27 令和 5年 4月 1日 ・人員の変更により「2.指定居宅介護支援事業所の概要～介護支援専

門員 2人以上⇒3人以上」に変更した。 

・人員の変更により「4.利用料金～特定事業所加算Ⅲ⇒Ⅱに変更した。 
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・令和 6年度の制度改正より義務となる「虐待防止の措置」に関する内容

として「10.虐待防止」を追加した。 

28 令和 6年 4月 1日 【令和 6年度制度改正の内容に基づき変更】 

・居宅介護支援費の変更 

・入院時情報連携加算額の変更 

・特定事業所加算Ⅱの単位数の変更 

・ターミナルケアマネジメント加算の要件の変更 

・同一建物減算の追加 

・通院時情報連携加算に歯科医師との連携を追加 

・新型コロナウィルス感染症への対応に伴う上乗せ分の追加⇒削除 

・指定予防介護支援事業所の指定を受ける予定であることから、介護予

防マネジメントに関する説明を削除 

・苦情処理第三者委員の退任により、1名削除 

 

29 令和 6年 6月 1日 ・苦情処理第三者委員の新任により、1名追記 

花田 真子（大館市民生児童委員）    電話 0186-52-3054 

30 令和 6年 7月 1日 ・特定事業所加算Ⅱ（4210円）⇒特定事業所加算Ⅲへ変更（3230円） 

※人事異動により、主任ケアマネが 2名⇒1名となったため 

31 令和７年１２月１日 ・特定事業所加算Ⅲ（3230円）⇒特定事業所加算Ⅱ（4210円）へ変更 

32 令和７年７月１日 ・市町村介護保険担当窓口の名称の変更（大館市・鹿角市） 

33 令和 8年 6月 1日 ・介護職員処遇改善加算の追加（R8 年 6 月 1 日制度改正の内容に基

づき変更） 

・苦情相談窓口者の職名変更（主任介護支援専門員→管理者） 

・苦情解決第三者委員の変更（水木暢子委員の退任→西巻丈児委員の

新任に伴い変更） 

【令和 6年度の制度改正に準じて追加したもの等】 

・（１１）業務継続計画の策定 

・（12）感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

・（１３）ハラスメント対策 

 


